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生産財の「合理的」流通と企業連関＊
? ? ?
介
I はじめに
ソ連経済は現在なおエクステンシプな発展からインテンシブな発展の路線
への移行過程にある。そのなかで大まかにいって 2つの方向での課題に直面
しているということができる。第1は，生産財・消費財にたいする量と質の
両面での生産的・個人的消費需要の充足と，それを保障する経済の構造変化
をはかることである。第2は，経済の効率化，労働生産性の向上という従来
の到達目標をさらに拡大したかたちですすめて， 「経済は節約的でなければ
ならない」という観点より原・材料，燃料・エネルギー，農産物，固定フォ
ンド， 労働力， 財政資金などあらゆる資源・「生産力」の節約と倹約，より
「合理的な」利用を最大限に追求することである。
この2つの課題はもちろん，勤労者や計画・管理担当者の「組織性」・「実
務性」・「規律」の強調だけで達成されるものではない。 ともに国民経済運
営全体のメカニズムの改善のなかでのみその解決方向は見出されよう。しか
も国民経済管理のレペルであれ企業管理のレベルであれ，そこでいわれる
＊本稿は，前稿（「ソ連における消費財流通システムと商・エ関係」「関西大学商学論
集」第27巻第3号， 1982年8月） と同様， 社会主義経営学会第7回大会 (1982年 4
月）での報告の一部を加筆・補正したものである。
生産財の「合理的」流通と企業連関（陶山） （333)21 
「合理性」が効率，人格，民主主義の 3原理によって構成される「社会主義
的合理性」として展開されるなら，双方は不可分の一体をなしまた互いに相
(1) 
即関係にたつ。しかし， 1979年「7月決定」以降すすめられてきている計画
化と経済メカニズムの改編の動きを全体としてみると，この点の認識が必ず
(2) 
しも十分ではないように思われる。
国民経済の部門間・企業間連関はますます増大し複雑化している。そのも
とで社会と住民の消費•生活需要を「合理的に」充足するためには，なによ
りも生産物の流通・交換システムの改善が不可欠である。それは今日の経済
運営メカニズムのなかで最大のネックの 1つとなっており，そのあり方がソ
連における経済改革の動向を左右するといっても過言ではない。
本稿では， ィンテンシブな経済発展路線・ヘの移行のなかでとくに生産財の
流通・実現過程にはいかなる課題が提起されているのか，資材・機械補給の
計画的・市場的規制の現状と問題点はどのようなものか，そしてその改編の
試みと企業連関との閲わりについていわばマクロ・レベルの企業管理をめぐ
る問題の 1つとして考察ずることにしたい。
]I インテンシブな経済発展と資源の「合理的」利用
(l) 経済の内包化とそのモメント
国民所得，エ・農業生産高，固定生産フォンドなど一連の指標の量的拡大
に示される従来のエクステンシプな経済発展＝成長は，追加的な労働力，物
的資源，基本投資の投入といったそれを支えてきた構造要因が制約されるな
かで困難となり， インテンシプな経済発展への転換を余儀なくされた。この
(1) その基本的な考え方についてはさしあたり，拙稿「現代社会主義企業管理にお
ける「合理化」問題」「経済論叢」第126巻第5• 6号， 1980年11・12月． 94ペー
ジの注8)を参照されたい。
(2) 詳細は，拙稿「経済管理と計画化方式」（第一，二節）長砂・芦田編「ソ連社
会主義論」大月書店． 1981年を参照。
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国民経済の内包化は， 「生産の成果がそれへの支出よりも急速に増大するこ
と」，ないし「より少ない支出と資源のもとでのさらに高い生産成果の確保」
(3) 
などと定式化されているが，国民経済の主にインテンシプな要因を通じた社
会的生産の増大とその効率の向上といいかえられる。それは，図ー1のよう
に，①労働資源の合理的利用，⑨固定生産フォンド・設備の合理的利用，⑧
生産物の品質向上，④物的資源の合理的利用，の4つのモメントからなる。
このうち①～⑧について簡単にみると，第1は，労働生産性の向上，労働
図ー1 インテンシプな経済発展と資源の節約
労慟資源の合理的利用
労慟生産性の向上、労働者数
増大なしの、またはその減少
のもとでの生産増大
固定生産フォンド・設備の合
理的利用
フォンド効率の向上、設備の
最適操業度、技術能力の完全
な利用
生産物1単位の資材集約
度の低下
節約的な製品の開発
省資源型技術の適用
廃物の少ない工法の導入
進歩的な資源の利用
最終生産物1単位当りの支出
低下のもとでの使用特性の改
善、高品質カテゴリー 製品の
生産増
生産過程におけるロスの
削減
採取・加工・輸送・保管上
'のロスの除去
資源の保全資源の倹約
不良品・欠陥品の根絶
二次資源と廃物の完全な利用
二次材料・燃料・エネル
ギー の活用
二次熱源の利用
容器、補助材料の反復的使用
日用廃物の利用
（出所） ≪9KOM四 ecKaHraaeTa≫ 1981, N239, 47の図を一部修正して作成。
(3) Mamepua.llbヽXXVICbeaoa KllCC, ≪ITOJIH3仄紅≫, M., 1981, CTp. 40, 107. 
〔ソ連大使館広報部編訳「ソ連共産党第26回大会資料集」ありえす書房， 1981年，
46ベー ジ， 103ペー ジ］。
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資源の合理的利用の結果，労働者数の培大がなくてもあるいはその減少のも
とでも生産が増大することである。この点では，生産の機械化・自動化にも
とづく手労働の削減や，科学的労働組織とくに技術的に根拠づけられた労働
ノルマの導入による労働者数の適正化をはかることを通じて1981~85年に労
働生産性を17~20％引上げ， 1,200"'.'1,300万人の労働力を節約するとしてい
る。第2は，固定生産フォンドの合理的利用，生産設備の最適操業度の確保
によるフォンド効率の増大，技術能力の完全な利用である。そのために時間
および単位当り設備の操業度の向上，操業停止要因の除去と生産の連続性の
向上，新規技術・設備の開発と導入の促進，などが提起されている。第3は，
生産物の品質向上， とりわけ最終生産物1単位当りの支出を低下させなが
らかつその使用特性を改良すること，高品質カテゴリー製品の産出増が中心
的内容である。国家品質マーク付製品は 1970年の2,800から75年の27,600,
80年の88,000へと増加し， 最高級工業品の占める割合も75年の5.2％より第
11次5カ年計画初めの15.5％へと上昇している。 85年にはたとえば電機工業
省関係で51%，自動車工業省で43％などとこれをざらにすすめること，あわ
(4) 
せて製品アソートメントの拡大•更新がめざされている。
(2) 物的資源の節約・「合理的」利用の意義
第4の物的資源の「合理的」利用については， 1981年6月，党・政府決定
「原料・燃料・エネルギーその他の物的資源の節約と合理的利用にかんする
(5) 
活動の強化について」が出された。
今日，経済社会発展プログラムの遂行のためには巨大な原料，燃料・エネ
ルギーその他の生産への投入を要する反面，そうした物的資源の採取先の東
進・北進と環境保全支出増にともなう開発・採掘費用の上昇と，その結果で
ある原・材料の高価格化が顕著となってきた。このなかで他方，物的資源の
利用改善は全体として国際的水準からみるとなおきわめて不十分といわざる
(4) CM. ≪9KOHOMl!l!eCK8H raaeTa≫ 1981,地39.
(5) ≪9KOHOMl!l!eCK8H raaeTa≫ 1981, N228. 
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をえない。国民所得1単位当り燃料・エネルギー支出は過大であり，機械・
設備の多くは高い資材集約度のもとで運転され，資源節約型工法の開発が遅
れ， 廃物， 二次資源の利用が弱い。一方， 生産・保管・輸送の各過程で金
属燃料，木材，セメント，鉱物，肥料，農産物その他のロスが許されてい
る。「決定」はこのように現状をとらえ， 社会的生産の効率向上，経済の内
包化，福祉高揚の可能性の拡大といった諸課題の解決において物的資源の節
約・「合理的」利用に「特別の国民経済的意義」を与えた。
この点を1965~80年の経済発展過程を 5年毎に内包化諸パラメークとの関
連でみた表ー1によって確かめてみよう。物的資源と固定生産フォンドと消
費フォンドの総計を利用資源ボテンシャルとみなすと，この時期の全体を通
じて基本投資集約度は着実に低下しているが，依然として資源集約的な拡大
再生産形態が優勢で，この面での効率向上，内包化の遅れを示している。 1980
年を 65年とくらぺると資源集約度の上昇にともなって3,186億ループリの超
過支出となっている。 この支出は主に， フォンド集約度の上昇 (2,491億ル
ープリの超過支出）と資材集約度の上昇（同761億ループリ）の結果として
生じたものである。他方，この同じ期間では労働集約度だけが低下し， 71億
ループリが節約された。それは労働生産性の向上をある程度反映した動きと
いえよう。
各時期についてみると，その要因を立ち入って検討する余裕はないが各パ
ラメークの動きは決して一様ではない。問題は 3つのパラメークの動きと資
源集約度との関連である。①65~70年における資材集約度の上昇，フォンド
集約度ないし労働集約度の低下のもとでの資源集約度の低下，⑨70~75年に
みられる 3つのパラメークともに上昇した結果としての資源集約度の上昇，
⑧75~80年のフォンド集約度ないし労働集約度の上昇と資材集約度の低下の
もとでの資源集約度の上昇，という 3つのパターンより資源集約度の変動に
たいしては資材集約度よりもむしろフォンド集約度の方がより大きなウェイ
トを占めていることが推察されよう。資源集約度はフォンド集約度により敏
感に反応して変動し，したがってこの面での改善が資源節約的経済発展，経
表
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済の内包化にきわめて大きく貢献するのである。
とはいえ，利用資源ボテンシャルのなかで物的資源の割合は常に37~40%
と相当部分を占めており， 両者の推移とくに伸び率には強い相関がみられ
る。 65~80年の時期でみると依然，資材集約度の低下が資源の超過支出を解
消するうえで重要な契機の 1つであることは間遮いない。 B.Il.エフィーモ
フは， これをふまえて資材集約度の低下の意義を， 「自然＿生産ー一分、配
—流通＿消費」の循環サイクルのなかでの再生産の資源節約的形態の達
(6) 
成に求めている。いうなれば自然と人間とのあいだの「合理的な」物質代
謝，環境・資源の制約という条件のもとでの「喋境・資源保全型」拡大再生
産の追求ということであろう。
(3) 節約の基本方向と問題点
物的資源の節約の基本方向には，図ー1のように，きわめて広範な領域が
(7) 
含まれると考えられている。第1に，生産物の資材集約度の低下。具体的に
は，①より節約的な製品種類，機械構造，建設施設の開発・利用（とくに機
械製作， 建設部門）， R省資源型技術の適用（ディーゼル・エンジン用自動
車・トラククーの利用など）， ⑧廃物を出さないかまたは少なくする進歩的
な工法の導入（精密鋳造， 連続鋳込み，集合製材など）， ④進歩的な種類の
物的資源の利用（金属粉末の生産，ボリマーの使用など）である。第2に，
最終生産物産出増で， ①原料の採取・加工段階での完全かつ複合的な利用
（鉄鋼， 化学工業）， R資材・機械補給の進歩的形態の適用による生産のノ
ルマにもとづいた連続性の確保，⑧原料，材料，燃料・エネルギーの科学的
支出ノルマの導入，④品質，使用効果の改善，があげられている。第3に，
生産過程におけるロスの削減として，①採取・加工・輸送・保管の際のロス
(6) B.IT. E中HMOB, J1HTeHCH中HKaUH只 HMaTepHaJIOeMKOCTb, Bt.OHOMUrtec,cue 
p卵 azupaijuoHa.ll邸 ozo ucno.llb308邸邸 pecypcoe, no八 pe仄．n．r.ByH皿
11'AP・, ≪HayKa≫, M., 1981, CTp. 14. 
(7) CM. ≪3KOHOMH'!eCKaH ra3eTa≫ 1981,.Nl叫7.
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の除去（これにより資源の節約全体の20％まで可能といわれる）， ③物的資
源の保全度 (coxpaHHOCTb) の改善と経営不良， 浪費， 略奪にたいする闘
争，⑧物的資源の倹約にたいする統制の強化，④不良品，欠陥品の根絶，そ
して，第4に，二次資源と廃物の完全な利用にむけて，①二次材料，燃料・
エネルギー資源の経済流通への広範な引入れと活用，②二次熱源の最大限利
用，⑧容器，補助材料，在庫部品の反復的使用，④日用廃物の収集，調達，
利用，がそれぞれ提起される。
と同時に，あげられているこれらの一連の諸課題からも明らかであるが，
物的資源の「合理的」利用が多分にその量的な節約。倹約に比重をおきなが
ら論じられていることも見逃せない。しかもこのなかでとくに，物的資源の
支出増のうち商品・資材在庫形態での流動資産の占める割合が高いこと（表
-1を参照）からこの分野の節約・倹約に重大な関心がむけられ，そしてそ
れを実現するために生産財の流通システムの改善が強調されていることにも
注意する必要がある。さきの「決定」で連邦ゴススナブは，①国民経済にお
ける物的資源の「合理的」・節約的な支出， ③原料， 材料，燃料，設備の進
歩的な支出ノルマの導入とその保管•利用における経営不良を回避する方策
の適用，⑧生産物の資材集約度の引下げの内的予備の発揮，にたいし、てきぴ
しい国家統制をおこなわなければならない，とそれに大きな役割と責任を課
しているのもこうした観点からであろう。
流通部面での資材の節約的方法はもちろん，生産部面におけるそれと有機
的に結合することによってはじめてその成果をあげることができる。この点
で次にみる資材・機械補給の改善，とりわけその進歩的形態の適用は物的資
源の大がかりな節約を可能にし，またこの点が高い評価を受ける所以でもあ
る。しかし，在庫形態での流動資産の動きが固定フォンドしたがってフォン
ド集約度の動きときわめて深く関連していることからも明らかなように，そ
れは生産の連続性の確保を通じた最終生産物産出増やさらに生産そのものの
質的・内容的変化をもひきおこす。物的資源の「合理的」利用やインテンシ
プな経済発展を考える場合，こうした側面の考察が重要となろう。
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皿 資材・機械補給と79年「7月決定」
(1) 資材・機械補給をめぐる諸困難
経済改革以前の資材・機械補給 (MTC) システムは， 行政的で集権的な
資源の割当て配分方式をその特徴としていた。しかし，生産財納入の正式化
と企業間の経済連開が過度に集中し，出荷命令書の調整・変更に多大の労力
を要したことなどが原因で需要の動向に機敏に対応できず， 消費財と同様
「滞貨」と「不足」に直面した。輸送の合理化も不十分で，物的資源の支出
超過を容認する傾向がみられた。
1965年10月の党・政府決定「工業生産の計画化の改善と経済的刺激の強化
について」では，こうした状況をふまえて，①企業間の長期直接経済連関の
合理的要網の作成，②地域補給・販売基地を通じた物的資源の補給システム
の拡大と生産財の卸売商業化， ③補給・販売機関におけるホズラスチョー
ト，物質的関心と責任の強化，の 3つの課題が提起された。また，ゴススナ
プの創設を中心とする MTCの管理構造の改革も進められ， 現在， 図ー2
に示すようになっている。
その後， 69年4月の連邦閣僚会議決定「国民経済への資材・機械補給のい
っそうの改善にかんする方策について」や同年 5月に承認された「連邦ゴス
(9) 
スナブ規程」， その他一連のゴススナブ諸決定などに具体化されながら改革
がすすめられてきた。
しかし，こうした変化＝「制度的改革」が， G.E.シュレーダーや宮鍋織氏
(10) 
なども指摘しているように，経済改革以前の事態を根本的に変えるものとな
(8) Pe“邸邸 napmuuu npaeume/lbcmea no xos只acm舷邸払1teonpocaM, TOM 
5, ≪fIOJIHTH3皿T≫,M., 1968, CTp. 658-685. 
(9) Pe“邸邸napmuuu npaeume/lbCmBa no X03HUCmBe邸い,eonpocaふ TOM
7, ≪TIOJIHTH3皿T≫,M., 1970, CTp. 393-407, 412-422. 
(10) G. E. Schroeder, The'Reform'of the Supply System in Soviet Industry, 
（次頁へ続く）
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図ー2 資材・機械補給管理機関の構造
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コントーラ
（出所） 3KOHOMHK8,opra皿 aauHnH IIna皿 poBa皿 eMaTepHaJrbHO-TeXH匹 ecKoro
CHa6泣eHHHH COhJTa, 3 H8仄•,IIO八 pe,n:. H.TI.<I>aCOJlHKa, ≪3KOHOMHKa≫, 
M., 1980, CTp. 28. 
ったかどうかについては議論のあるところであり，仔細な検討を要する。そ
の際に問題にされている論点をあげると，①依然としてゴスプランや閣僚会
議の影響力が強く高度に集権的な計画化方式が残存している，③ゴススナプ
の創設にもかかわらず管理の組織構造は複雑・多岐で「一元化」にはほど遠
いこと，⑧ホプラスチョート化と経済的剌激の強化では，契約遮反への罰金シ
Soviet Studies, vol. XX.IV, July 1972, The Soviet Eeonomy on a Treadmill 
of "Reform11", Soviet Economy in a Time of Change, A Compendium of 
Papers, Submitted to the JEC Congress of the U.S., vol. 1, 1979,岡稔・
宮鍋識・竹浪祥一郎「ソ連・東欧の経済改革と資材・機械補給」「経済研究」第
雌第1号， 1973年1月など。
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ステムもその額は増大しているが非効果的である，④企業間の直接連関(.
結合）はその拡大が緩慢であるだけでなく，売り手と買い手のあいだの自由
な取引や買い手側の選択の自由，価格設定の自由は存在せず，硬直的で形式
主義，官僚主義，お役所主義が支配的である，⑤生産財の卸売商業化も，ク
ウト・プランの設定と補給能力の予備もなく競争や価格弾力性も欠如するな
かでゴススナブによる集権的な割当てに代位されている，などである。生産
財の補給の困難を克服し，それへの需要を充足する目的ですすめられてきた
MTCの改革，その「進歩的な諸形態」の展開も，あくまで伝統的な割当配
分制の枠内での部分的な改善策にすぎず，ほとんど進展がみられないという
のが評価の中心内容である。
ソ連でも原因についての認識はこれと同じではないが，社会・経済計画の
遂行に必要な原料，材料，、設備，労働力の不適切な補給のために生産財のい
わば恒常的な「滞貨」＝「不足」状態がみられるといった指摘は絶えずなさ
れてきた。そして，そのたぴに国民経済の生産財需要の充足，物的資源の操
(11) 
作と「合理的」利用にたいするゴススナプの役割や責任が強調された。この
ような現実の動きはさきの MTCにたいする否定的な評価を基本的に裏づ
けるものといってよい。
とはいえ， そのなかでさきにみた経済の内包化， 物的資源の節約・「合理
的」利用という切実な課題を受けながら， MTCの分野でも計画化の水準や
基本的な経済問題の解決への経済メカニズムの作用を今日の生産力水準，経
済の新しい発展段階に適応させようとする試みがなされつつあることもまた
否定できないであろう。
(2) 「7月決定」と MTCの改善
1979年7月，党・政府決定「計画化の改善と経済メカニズムの強化につい
(11) Mamepua瓜 XXVc'lie3oak[lCC, 1976: CTp. 131,［「ソ連共産党第25回大
会資料集」 197舷F,114ベージJ,Mamepua.ll“XXVI c'lie3oa k[lCC, CTp. 
126,前掲邦訳， 120ペー ジ。
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(12) 
て」が出された。それは，主として工業，建設部門を直接の対象としながら
65年以降の諸改革の到達点をふまえて経済管理・計画化システムに内在する
構造的諸欠陥の是正を意図したものであるが， MTCにおける計画化・経済
(13) 
メカニズムの改善に関連して次の4点がふれられている。
第1は，国家計画にもとづくバランス化である。連邦ゴスプランは大枠品
目分類での 5カ年（ないし10カ年）の物材バランス，物的資源配分計画から
なる MTC計画を作成し， MTC計画の根拠づけの水準を引上げながらそ
のより完全な達成をはかる。また，原・材料，燃料，製品，設備の進歩的な
支出ノルマの作成， ノルマチーフの基礎の改善を通じた資材・機械資源のよ
り節約的な利用や (79年上半期には， 鉄圧延品ー13.3万トン， セメントー
11.8万トン，木材材料ー10.4万立方メートルが節約された）， 連邦ゴスプラ
ン，同ゴススナブ，省，庁，共和国閣僚会議のあいだでの生産物の品目分類
の適正な配分など諸計画相互のあいだのつりあいの確保も強調されている。
第2に，補給の進歩的諸形態を発展さ吐るとして，企業間の長期直接経済
連関 (nハXC)と総合保証供給制があげられた。前者については次節でみ
るが，生産合同・企業のそれへの移行を1980年に完了することが明記されて
いる。後者には，八XCに移行していない生産物の直送納入および企業と締
結した契約にもとづく連邦ゴススナブ地方機関の基地・倉庫からの納入が含
まれる。これは，消費者企業に注文と予定表にもとづいて適時かつセットで
生産物を納入するというだけでなく， そうした納入の保証義務をゴススナ
プ機関が受け入れ， 納入遅延などの場合には計画的保険在庫 (n皿HOB.bIt
CTpaxOBOt 8anac)から引渡されるシステムである。資源の利用度が高まり
少ない在庫で補給が改善されるメリットがある・。（近年，注目されているが，
1979年に連邦ゴススナブの全商品取引高の6.7彩しか占めていない）。
第 3 は，基本建設部門の総合資材補給。設計――—見積り段階で定められた
(12) ≪3KOHOM匹 ecKaxraaeTa≫ 1979, N232. 
(13) CM. HoBoe B MaTepH8JibHO-TeXH匹 eCKOMCHall)KeHHH, ≪3KOHOM匹 ecKaH
raaeTa≫ 1979,園 1.
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需要に応じておこなわれる建設ー一組立機関の注文にたいする MTC地方
機関からの補給であり，生産設備の導入期限の乱れ，資金・資材の分散性な
ど基本建設の欠陥の克服がその目的である。 1981年中の移行がうたわれた。
そして，第4に，ホズラスチョート関係の発展。契約義務の遵守，必要な
アソートメントの品質の生産物の適時の納入のため，経済契約と生産物納入
計画の遂行度が MTC諸機関の活動評価の主要基準に，また，そこでの労働
者・職員のプレミア支給のための基本的な指標とされるようになった。これ
への移行の完了は1980年中である。また，生産合同，企業などの経済契約義
務の遵守にたいする連邦ゴススナプの統制の強化も定められている (79年
上半期には無責任な納入者から約2億2,000万Jレープリの制裁金が徴収され
た）。
その他，補給・販売システムの改善にむけて提起されている当面の具体的
措置としては以下のものがある。①補給の進歩的形態にかかわっては連邦ゴ
(14) 
ススナプによる卸売商業原則にもとづく生産物納入，器具の賃貸など補給機
関の提供する消費者サービスの発展，補給・販売基地から消費者への公共な
いし自己輸送手段を通じた集中配送の実施，③展望計画の役割の強化のもと
での資源の需給バランスの確保，硯物指標で配分される生産物の品目分類の
拡大，⑧流動資産の回転率の促進，在庫の削減のためのノルマの改訂，地方
(14) これは，ゴススナプの専門化された倉庫・商店網を通じた生産財の一種の卸売
商業であり，その簡便さ，柔軟性，機動性から小企業または小口納入に適してい
るといわれる。 1981年初めの段階で約12,000の企業約20,000の科学・研究，設計
・建設機関がこれによって資材を確保している。この卸売商業にはリミットつき
のものとリミットなしのものとの 2種類があるが， 76年で前者による生産物実現
高が70億ループリ，後者が23億Jレーブリと，依然としてリミットつき卸売商業形態
が優勢である。 CM.B. B. fJJOTOB, PaaBHTHe rrporpeCCHBHbIX cpopM xoa雌 c-
TBeHHblX CBll3碑， Co8ep以邸cm608aHue X03”acm8邸 HOCO “exa邸 3ルa
paaBumoeo col{ua.llU訊 a,≪HayKa≫, M., 1981, cTp. 214. なお，改革当初の
生産財の卸売商業への移行＝ゴススナプの卸売商業機関化という構想についてい
えば，需要の価格弾力性が小さい，取引が組織的であるなど消費財とは異なる生
産財（産業財）固有の特性をもふまえて再検討する余地があると思われる。
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の物的資源の経済流通への引入れ，④倉庫設備・経営の改善と機械化水準の
(15) 
引上げ，⑥ MTC機関の管理構造の多段階性の除去，など。
これらの改善措置はいずれも，硯場サイドからの切実な要望を反映したも
のであり，実際におし進められるなら部分的ないし漸次的にではあってもさ
きのシュレーク＼ーや宮鍋氏らも指摘している MTCが現在かかえている諸
困難・諸欠陥を是正するものとなろう。とはいえ，そうした動きが果たして
スムーズに進むかどうか，また経済改革以後，基本的に変化していないとい
われる MTCの構造的な「枠組み」を崩すものとなるかどうかはなお検討
を要する。それを考える場合， 1つの鍵をにぎっていると思われるのは，・物
的資源•生産甜の実現＝「売買」についての合同・企業間相互の， またそれ
らとゴススナプ諸機関（さらには計画。管理機関）との「関係」のあり方で
ある。
W 生産財納入新規程と企業間の n八XC
(1) 新規程の特徴
(16) 
1981年2月，「生産財納入にかんする新規程」が連邦閣僚会議で承認され，
7月より実施に移された。具体的種類での生産財への国民経済需要のより完
全な充足と高い最終国民経済成果の達成がその目的である。そのため製造者
側およぴ消費者側のそれぞれの生産合同， 企業， 組織のあいだで， n且XC
(15) CM. ai.oH.O邸 Ka,op2amgaりU”¢mauupo6aHue“amepau4buo-mexHu-
reeci.ozo cH.a6叩邸四uc6印ma,3 H3仄． noJ.pe八． H．江．中acoJI.IKa,≪9KOHO-
MHK.a≫, M., 1980, CTp. 12, B. B. rllo.TOB, Yi四 a.core., cTp. 214-215, 221-
223, B. KypoTqeHKO, MaTepH&JlbHO-TeXH四 ecKoecHa6)Ke皿 e0.l(HHHa八uaTO材
n.IITHlleTKH, ≪MaTepH&JlbHO-TeXH匹 ecKoecHa6)Ke皿 e≫ 1981,圏， CTp.58. 
(16) ≪9KOHOM匹 ecKa.IIraaeTa≫ 1981,滋 0. 従来の「生産財納入規程」は， 1969
年4月に連邦閣僚会議によって承認されたものである。 CM.PefJJ,e“‘”napmuu 
u npa6umeルcm6ano X03”acm6邸ゆば Bonpocaふ TOM7, ≪00JIHTH3邸T≫,
M., 1970, CTp. 324-357. 
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が確立している場合には直接に， そうでない場合は両者のあいだに MTC
機関が介在したかたちで生産財納入契約が締結され，生産財はそれにもとづ
いて納入される。契約項目は， ①名称， 量， 必要に応じて詳細な品目分類
（アソートメント），マーク，種類，プロフィールなど， ③品質， 同じく格
付け，取揃え，⑧契約期限と納期，④生産物価格と契約総額，⑥計算の方法
と形式，⑥支払要件や出荷要件など，である。
69年の旧規程との対比でその特徴をあげると，第1に，計画的方式で割当
てられる生産物納入契約の締結ゃ nJlXCの確立の際の「計画的基礎」が
手直しされたことがあげられる。従来は出荷命令書ないし注文にもとづいて
いたが， 今回， 製造者＝合同・企業への消費者＝合同・企業および MTC
機関の配属計画 (nJiaHnp皿pe皿eH皿）と， 出荷命令書をも含む納入計画
(n皿HIl0CT8BKH)などの計画規定 (n孔aHOBhlli皿T)にもとづくと変更さ
れた。連邦ゴススナプは年度別区分をともなった期間毎の大枠の品目分類と
納入量を定めた配属計画を作成・承隠する。他方，この納入計画規定は無条
件にではなく，納入者＝合同，企業，組織により承隠される生産計画に応じ
て交付されることが義務づけられている。
第2に，長期契約の役割が引上げられた。配属計画は5カ年ないしそれ以
上の長期間にわたって作成されることが明記され， それにともなって従来
は1年またはそれ以上であった契約期間も 5カ年（年度区分つき）で締結
されることになった。 この長期契約では大枠品目分類での納入量のみが決
定され， 詳細なアソートメン・トなどは当事者双方の合意にもとづく明細書
(cneuH卯HKaUIDI)で具体化される。 また，この契約ではあらたに，アソー
トメントの拡大，品質と技術・経済指標の引上げ，新製品の製造などについ
ての売り手， 買い手の義務が， さらに MTC機関とのあいだには総合保証
供給，物的資源の在庫水準，集中配送など生産尉需要のより完全な充足にむ
けた広範な課題がそれぞれ規定、されるようになった。契約の安定化にむけた
その一方的な遂行拒否や契約条件の一方的変更の禁止，契約の締結・遂行の
適時性，正確さにたいする省，国家委，庁， MTC機関などの統制はこれま
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で通りである。
第3に，計画・契約規律の強化，物質的責任の引上げのための措置は，従
来以上にきびしく定められた。買い手側はこれまでと同様，買い手の同意な
しの納入，契約外納入，契約に遮反する納入にたいしてはその受領を拒否し
3%（ないし 5%）の遮約金を，また，品質の点で規格，技術的条件，見本
と異なる不良品と認定された場合は，その受領・支払を拒否するとともに20
％の罰金を，欠陥品にたいしては 5％の罰金をそれぞれ徴収できる。とくに
高品質製品についてはあらたに30％の罰金が課せられる。一方，支払請求の
受領を理由なく拒否したり支払から逸脱した場合は，逆に 5％の罰金を納入
側に支払わねばならないが，延滞利子は，今回0.03％より0.04％に引上げら
れた。納入側が，納入の遅れ，不足にたいして支払う遮約金はこれまで 3~
5％であったが，遅延の期間に襲係なく一律8％に引上げられ，さらに品目
分類（アソートメント）， 出荷予定遮反にたいするそれぞれ8%, 1％の罰
金が今回新設された。また，契約の締結に関しては，その遅れ，逸脱にたい
して責任ある側が1日につき倍額の100ルーブリ（上限は1,000ルーブリ）を，
MTC機関が納入計画規程を適正に交付しないときはあらたに毎日50ルーブ
リ（上限は 500ループリ）を支払うことになった。 しかも，こうした制裁を
無条件かつ義務的に適用することが強調されている。
以上，計画と契約の結合，納入の連続性の確保，品質不良品の納入との闘
争，国家・契約規律遮反への物質的責任といった諸アスペクトからのアプロ
(17) 
ーチにも示されるように，この新規程によって生産財の「合理的」流通，そ
の効率的な実現， これらの前提としての合同・企業相互ないし MTC機関
との「売買関係」のホズラスチョート的再編という方向性が従来以上に鮮明
にされてきといえよう。
(17) CM. ITOJIHOe y,n:OBJieTBOpl'ITb IlOTpeoHOCTH HapO,n:Horo X03雌 CTBa, ≪MaT-
epHaJibHO-TeXH皿 eCKOeCHaOlK紐聡≫ 1981,蝸5,
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(2) IlJlXCの構造と発展
生産財納入システムが合同，企業， MTC機関のあいだの機能的な「売買
関係」に関わっているとすれば，そうした「関係」の構造的前提条件として
機能化を保障しているのが企業間の IT八XCにほかならない。 いいかえる
と，「一定の品目分類， アソートメント， 品質，納期などの点での生産財の
納入にかんする納入者企業と消費者企業のあいだの直接的，安定的，長期的
(18) 
な相互関係」である。その特徴としては，①納入者企業への消費者企業の配
属についての運輸•生産要綱にもとづいて補給・販売機関によって確立され
る，⑨その相互作用の条件ないし必要なアソートメント，品質にかんする生
産・納入協定と，ホズラスチョート，相互の物質的責任，商品・貨幣関係の
最大限の利用とにもとづ<,③企業間の長期契約で定められた相互の義務に
よって明確化される，④社会的生産の効率向上にむけられる，などがあげら
れ;:9)
図ー3は， n八XCの組織と生産物納入の正式化（oct>opMJie皿 e)の手順
を示したものである。まず，納入者企業への消費者企業の配属についての提
案が消費者側合同・企業より省・庁＝割当受領者，地方補給機関を経て連邦
ゴススナブ，同補給・販売総管理局へなされる。これを受けてゴススナブ，
割当受領者側省・庁，納入者側省・庁の三者のあいだで相互調整をはかりな
がら 5カ年の（年度区分つき）大枠品目分類での納入量の指示を内容とする
配属計画が作成され， 消費者側および製造者側の各合同口企業に通知され
る。そして，この配属計画と，消費者側の明細割当注文 (cneuH(j>皿HpoaaH-
HhIh3aka3)，製造者との合意，契約条件を勘案して詳細なアソートメント，
(20) 
個々の納期などが当事者間で決められる。 このように H八XCは， 上向，
下向の2つの「クテ関係」と 1つの「ヨコ関係」の有機的な絡み合いによっ
(18) B. B. I'JIOTOB, Y°Ka3, CO't., CTp. 210. 
(19) A. 1. CeJIHBaHoB, A. X. Ca八peeBa,llpH.Mble iJ./I,ume./I,b胆 eX03”acm8eff,ff,b/e 
C成 SU,≪9KOHOMHKa≫, M., 1981, CTp. 18. 
(20) CM. TaM淑e,rJiaBa 2. 
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図ー3 r八XCと生産物納入の正式化
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省（庁）＝納入者 省（庁）＝割当受領者
?? ?
地声甫給機関
5 5 ~1 
生産合同（企業）＝製造者 生産合同（企業）＝消費者
（注） 1， 2..…納入者企業への消費者企業の配属についての提案。
3 ••••••生産物の生産・消費の展望計画の調整。
4 ・・・・・・グルー プ別配属計画と納入量の詳細化についての通知。
5 ..…•同配属計画と通知。
6 •••••長期経済契約と消費者側からのアソートメント別注文。
7 ••…•生産・納入される生産財のリスト。
（出所） A.H. CeJIHBaHOB, A. X. Ca11.peeBa, ITpHMhre lJ.JIHTeJihHhre X03雌 CT-
BeHHble CBll3H, ≪3KOHOMHKal>, M., 1981, CTp. 42. 
て構成されている。
さきにふれたように， 65年の経済改革のなかで MTCの改善の一環とし
て製造者企業と消費者企業のあいだの恒常的な直接連関の確立が提起された
(21) 
が， n八XCはそれ以降，本格的な発展を示してきた。 73年 9月のゴススナ
プ決定「生産物納入にかんする r八XCのいっそうの発展についての措置」
(21) CM. TaM)Ke, cTp. 19-33, ≪9KOHOMHqeCKaH ra3eTa≫ 1979, N叫1.
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では， n.llXCにもとづく生産物納入の模範契約が承認されるなど配属計画
の正式化や契約締結方式にかんする形式・内容両面での整備がすすめられる
とともに，それにあたっての連邦供給・販売総管理局，省・庁の権限と義務
が明確化された。
79年「7月決定」では， nCが展望バランスや生産物配分計画によって補
給されない，生産の計画化が消費者の展望的な注文を考慮することなく上か
らおこなわれるといった欠陥を是正するための措置がとられた。前者につい
ては，展望計画とくに5カ年計画の意義を高めるなかで，基本的な割当受領
者毎に 5カ年の物的資源配分のバランスと計画の作成が拡大・強化された。
後者では， 80年より連邦省・庁が同ゴススナブの参加をえて各合同・企業に
たいする生産財の製造・納入リスト (nepe11eHb)を作成し， それにもとづ
いて消費者側，供給・販売機関は納入契約を締結するようになった。
その間， n.llXCにもとづく納入は順調に伸び，第10次5カ年計画期には
総額で300億ループリより450億Jレープリヘと急増した。また，生産財納入総
額のなかに占めるその割合も， 80年には，たとえば，鉄ー50%，化学品一60
鍬ベアリングー78彩，挽材ー85彩，セメントー90彩以上となっている。と
りわけ，大量・大シリーズ生産の合同・企業にとって n.llXCは MTCの支
配的形態であるということができる。自動車工業者 (160の合同・企業）， ト
ラククー・農業機械工業省（同109)，蓄産・飼料製造用機械工業省（同75),
機械・運輸機械工業省（同92)の調査では，圧延鋼の85彩以上，鋳鉄の90~
100彩，鋼管の75彩以上，ベアリングの86彩以上，クイヤの100彩，ラック・
染料品，木材の80~90笏鋼鉄，銑鉄，非鉄，鍛造品，打抜品の 100彩を
nc方式でそれぞれ受領しているといわれる。大量・大シリーズ生産企業以
(22) 
外にも， 4,200の大規模な合同・企業が nCに移行している。
(22) B. KypoT11eHKO, YKaa, coit., CTp. 58-59, A. M. Ce刀HBaHOB,A. X. Ca氏
pee腿， y四 3.coり．， CTp.29'-31. 
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(3) Il)\XC の意義—効率と「ヨコ関係」の展開
このように近年その比重を増大させているn八XCを含む補給の進歩的形
態の意義を， B．クロトチェンコは，計画の具休化・実硯にあたって，①より
効率的な取揃え(copTaMeHT)の合意と産出，③消費者の注文にもとづく生産
物の品質改善，⑧納入と貨物輸送の最適化，④生産在庫の削減，⑥昇降・運
輸作業の機械化水準の向上， ⑥各種包装・容器のより合理的な利用， その
他，協力と納入条件についての双方の合意にもとづいた諸要因を通じて追加
的な経済効果の獲得を可能にするという点に見出した。企業は相互のあいだ
ないし補給機関との長期契約の締結を土台に協力関係を発展させながら生産
(23) 
物の資材集約度の低下と高い品質の両方を確保するというのである。
機械製作， 鉄・非鉄，化学・石油化学， 木材・セルロース， 石炭， 軽工
業食品などの各分野150の生産合同についての Hl111MC(「資材・機械補
給経済およぴ組織研究所」）の調査によれば， nハXC による総経済効果は
年間約2,300万Jレープリであったといわれる。内訳は，金属製品 (106企業）
ー 1,400万ループリ，化学・ゴム製品 (32企業）ー一720万Jレーブリ，木材
材料 (11企業）一43.6万Jレーブリ以上，セメント (10企業）一34万ルー
プリ，紙製品 (5企業）一30万ループリ以上，である。これを要因別にみ
ると， ①新製品の開発， 注文者の要求に応じた品質の安定化など一一・1,020
万ループリ (44.7%），⑧消費者側の注文に応じたアソートメントの改善ー一
1,010万Jレー プリ (44.5%）以上，⑧専門化された節約的な容器，輸送手段の
使用など一-220万Jレー プリ (9.7%), ④補給の連続性と取揃えの確保， 在
庫の削減—24万ループリ (1.1彩），となっている。
ゴーリキー自動車工場では， n,nxcにもとづく企業間協力を通じて品
質，信頼性向上と原価引下げの点で大きな成果をあげている。たとえば，冶
金企業などとの長期契約でスプリング， プレーキ回路，塗装材料， ペアリ
ングの改善を内容とする共同措置を導入し， 製品の金属集約度を年間1万
(23) B. Kyp6TtJeHKO, YKaa. cot., cTp. 58. 
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1.300トン低下させ総額160万ループリを節約した。第10国営ベアリング工場
(rn3-10)でも， n,llCで配属しているチェリャピンスク冶金工場に直径30
ミリメートルの圧延鋼 (lllX-15) を 26 ミリ•メートルの組立・熱間圧延品に
変更することを依頼し，金属支出を 1,000現当り 60.4キログラム減少させた
ほか， ヴォ Jレゴグラード・トラクター工場， クレメンチュグ炭素工場などで
(24) 
も同様の成功事例が紹介されている。
このように， nハXCは経済的にきわめて「効率的」で資源節約的な生産
財流通方式として高く評価されている。と同時に， MTCシステムの旧来の
「枠組み」の転換可能性に関連してより注目すべきであると思われる点は，
n,llXCのもとで合同・企業間の「ヨコ関係」にもとづく意思決定が重要視
されていることである。ー詳細なアソートメント，品質，期限，輸送条件，包
装，計算など具体的な納入条件にかかわる一連の問題は当事者間で直接に決
定される。配属計画とその正式化という「タテ関係」を経由して定められる
のは，大枠品目分類や納入総額といった基本的な契約条件ゃ nAXCそのも
のの基盤強化，いっそうの効率化という中・長期的な発展条件などに限定さ
れている。しかも，そうした問題についても最終的には合同・企業間の合意
による契約という形式をとらなければならない。
(4) "ハXCの問題点
しかし，問題点や欠陥も多岐にわたって指摘されており，そしてそれは，
さきの生産財納入規程の改編の背景ともなっている。最後にこれを克服の展
望との関連でみておこう。
計画化の分野では，省が資材・機械の生産・割当計画を頻繁に（年に10回
も）変更するので長期配属計画も修正を余儀なくされ，納入者と消費者のあ
いだの連関が攪乱し効率も低下するという事態が生じている。 5カ年の配属
計画が単年度ごとの出荷命令書に代替されている。こうした傾向を禁じなが
(24) CM. B. B. fJIOTOB, Y,cas, coit., CTp. 211-212, A. 1. CeJIHBaHoB, A. X. 
Ca八peeBa,y紅 3.CO't., CTp. 80-83, 117-127. 
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ら割当受領者毎の5カ年間の資源配分のバランス計画の実質化など n.llXC
の安定化措置をいっそう強化することが必要である。計画指標では消費者側
の注文を考慮しない生産計画が作成されるという問題があるが，硯物指標の
意義を高め，契約履行度を名実ともに活動成果評価指標にするなかで納入者
側の生産計画にたいする消費者側＝合同・企業•MTC 機襲の働きかけを多様
なかたちで展開しなければならない。 また， n.llXCの確立の際に上級の補
給・販売機関が合同・企業に必要以上に詳細な要求をともなう指標を設定す
るという状況をなくし，具体的でオペレーショナルな諸項目・条件は当事者
が契約で定め，合同・企業の経済的自主権とイニシアチプを発揮する余地を
確保することが求められよう。
経済的刺激メカニズムの面では，納入者側が自己にとって有利でない納入
哭約の締結に消極的な姿勢をとるのを是正しなければならない。高品質•新
製品にたいする注文を含む消費者側の需要に積極的にこたえようとする納入
者にたいして，消費者側から資金援助をしたり，追加的支出を補償するため
の製品価格の差別化措置を強化することが考えられる。また，いうまでもな
いが，国家・契約規律遮反への物質的責任の追求や経済的制裁が曖昧にされ
(25) 
てはならない。
V おわりに
ソ連における生産財流通システムの改善についての以上の考察より次の 3
点が明らかとなった。第1に，国民経済のインテンシプな発展への移行がめ
ざされるなかで物的資源の節約・「合理的」利用という課題が生産財流通シ
ステムにたいして提起されてきた。第2に，そうした視角からの MTCの改
(25) CM. B. B. fハOTOB, Y,cas. core., CTp. 212-213, A. I1. CeJI皿 8HOB, A.X. 
Ca.npeeBa, YKas. core., 31-'33, 49, 97, 101-102, 130-131, B. KypoT'!eHKO, 
Y,cas. CO't., C:Tp. 59, ・ 63, IO. KarrycTHH, PaUHOH8JlbHO HCIIOJlb30B8Tb 
M町 epHaJibHblepecypcb!, ≪MaTepHaJibHO-TeXH四 ecKoecHao水e皿 e≫ 1981, 
蝸3,CTp. 5-6. 
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編の試みが79年「7月決定」以降，新しい様相を呈しつつある。第3に，合
同・企業間，それらと補給機関，計画・管理機関とのあいだの構造的・機能
的な「クテ・ヨコ関係」が，効率＝経済性と分権＝民主主義の双方の論理の
交錯のなかで再編されつつある。
現時点ではなお試行段階にあるが，こうした試みは，生産財の真に「合理
的な」流通システムの形成にむけた動きの1つといえよう。＇そこには 79年
「7月決定」に総括的にあらわれている計画化・経済運営メカニズムの全般
的改革における一連の「新しいモメント」ー一①「科学性・総合性•安定
性」原理の全面的保障， ⑧「効率・質」原理の最大限の追求， ⑧「民主主
義」原理の一定の展開—が基本的に貰かれている。
とはいえ，ようやく途についたばかりであるという制約をこえた問題点も
含まれている。第26回党大会で採択された「基本方向」では， 「全国的な資
材・機械補給システムを強化・改善し，物的資源の合理的利用と節約および
原料，材料，設備，在庫部品の国民経済への間断のない補給にたいするこの
(26) 
システムの役割と責任を高める」ことが提起された。ここにも示される資源
・「生産力」の節約の過度の強調，「効率・質」課題の一義的追求，最終国民
経済成果の増大の重視という方向性と， ホズラスチョート原則が物質的責
任， 経済的制裁に矮小化されかねないアプローチの仕方には， 「社会主義的
合理性」にもとづく生産的（・個人的）消費需要の充足という冒頭にふれた
観点の稀薄さがうかがえよう。しかも，従来からその必要性の強調されてい
る行政的で過度に集権的な，また官僚主義的な歪みをともなわざるをえない
計画・管理における「タテ関係」の是正のたち遅れは，そうした一連の「課
題」の実現すら困難にしているといわざるをえない。
生産財の中央集権的な割当配分の「逆機能」の克服と，生産的消費需要の
「合理的な」充足が進むかどうかは，ホズラスチョート原則にもとづく合同
・企業・組織間の「ヨコ関係」の自主的で多面的な展開とそのための意思決
(26) MamepuaJZbt XXVI Cbeaaa Knee, CTp. 140,前掲邦訳， 139ペー ジ。
生産財の「合理的」流通と企業連関（陶山） （355)位
定の適正な分権化にかかっているといっても過言ではない。「クテ関係」と
「ヨコ関係」の結合のあり方を考えうるうえでも，科学・技術の進歩，生産
と流通の社会化（集積， 専門化， 協業化）の進展， 企業合同の形成などに
示される今日の経済発展水準やそれに規定された消費需要構造の変化•発展·
と，． 「効率・質」の課題との双方をふまえた「経済の民主化」の独自的な追
求がこの流通分野でも不可欠となっている。
